
　放射線計測の分野は，長く使われていた個人モニ

ター用のフィルムバッジが消えつつあることから想

像されるように，今，ルネッサンス期を迎えていま

す。放射線計測は私の専門でもありますので，放射

線計測協会ニュースの巻頭言として最近の研究の状

況を紹介したいと思います。

　まずはイメージングセンサーと呼ばれる分野があ

って，人間の網膜のように放射線の空間分布を測定

しますが，CTのヘリカルスキャンやディジタルラデ

ィオグラフイなどにて活躍しています。この検出器

には，CdTe や CZT など化合物半導体が新しく開発

されていますが，最後は放射線検出器にしようとい

う人間の強い意志が介在しているとも言えます。

　このようなイメージング検出器用の測定器として

は，MSGC（マイクロストリップガスカウンター，

微細電極片ガス検出器）と呼ばれる新型のガス検出

器もあります。これは実質的には直径約 200 ミクロ

ン程の小型円筒形のガス比例計数管を多数横に並べ

たような機能をもっており，大強度陽子加速器用に

開発中のものです。これは今はやりのナノテクノロ

ジーを応用した検出器であり，当然ガイガーカウン

ターもそのように小型で多数作れるだろうと思わせ

るような新製法でもあります。

　また，新素材としての超伝導材料による放射線検

出器の開発も盛んで，これは，現在最高性能の Siや

Geの半導体検出器の 30 倍もエネルギー分解能がよ

くなる可能性があり，あと何年かすると市販品が出

ると言われているものです。今世界中で開発にしの

ぎを削っている測定器であり，当研究室でも若手大

学院生が熱心に取り組んでいるものであります。

　最後に紹介したいのが，最近通信用に使われてい

る光ファイバーケーブルを使った測定器であり，光

ファイバーセンサーとして，温度，圧力，ストレス

の分布計測などに利用されています。これを放射線

センサーとして使うことも可能で，シンチレーショ

ン光ファイバーとして実用化されています。原子炉

の計装系全体をこの光ファイバで構成できるかどう

かの試験も進行中です。

　始めに，放射線計測は今ルネッサンス期と言った

理由が分って頂けたかと思いますが，新材料，新製

法，新原理や新要素技術などが目白押しです。放射

線防護用の線量計や医療用のイメージング測定器は，

それぞれ特有の要求仕様があり，必ずしもこれらの

新計測器が利用に直結しないのですが，基盤技術の

進展はいずれ拡がっていくであろうと期待している

次第であります。

放射線計測は今ルネッサンス！
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1．背景と概要

　放射線管理において，環境試料等の体積試料に含

まれる放射能を測定することは最も重要な業務の一

つである。体積試料の放射能測定は Ge検出器を用い

たγ線スペクトロメトリ法によることが一般的であ

る。これは Ge 検出器が NaI（Tl）等の他の検出器

に比べてエネルギー分解能が高いという利点を有す

るためである。ピーク計数率から放射能を評価する

際，測定対象とする試料の形状，密度及び材質等の

要素の違い，並びに検出器の種々の特性に応じたエ

ネルギー毎のピーク計数効率（以下，ピーク効率と

記す）を評価し，ピーク計数効率曲線（以下，ピー

ク効率曲線と記す）をあらかじめ求めておく必要が

ある。体積試料に対するピーク効率曲線を求める方

法はこれまでに数多く報告されてきており，それら

はⅠ．標準体積線源を用いる方法，Ⅱ．解析的計算

に基づく方法［1］，Ⅲ．モンテカルロ計算による方法

［2］，の 3つに大きく分類される。

　Ⅰの方法は測定対象とする試料に近い条件を有す

る各種の標準体積線源を予め作製し，その放射能と

ピーク計数率に基づきピーク効率曲線を得るもので

あり，信頼性の面から最も望ましい。しかし以下の

ような問題も生じる。

　①様々な試料に対し，測定対象とする試料と密度，

組成が同一の標準体積線源を作製することは難しい。

そのため，日本原子力研究所保健物理部では，気泡

セメントを用い，写真 1 に示すような数種の形状の

標準体積線源を作製しているが，これは熟練した技

術が必要である［3］。

　②上記の理由から，測定対象とする試料の実態と

異なる標準体積線源を用いて測定を行なうと，特に

エネルギーが 100keV 程度以下の低エネルギーγ線

において，自己吸収の効果が測定試料と標準校正線

源とで大きく異なってくる。

　③標準体積線源には短半減期の核種も含まれてお

り，耐用年数は長くても 2 年程度となる。使用済の

標準体積線源は放射性廃棄物として扱うこととなり，

標準体積線源の更新の度に廃棄物が増す。

　Ⅱによる方法では，解析計算と，標準線源を用い

た実測とを併用して行なわれることが一般的であり，

非常に複雑である。

　Ⅲのモンテカルロ計算による方法は，近年におけ

る飛躍的な計算技術の発達により，計算時間の大幅

な短縮が可能となったこと，大型計算機のみならず

一般的なパソコンにより，手軽に扱うことが可能で

あること，また，MCNP［4］や EGS［5］といった計算

コード自体も比較的容易に手に入れることが可能で

あるなどの理由から，より一層の利用が期待される。

　一方，Ⅱ及びⅢの方法では体積試料と検出器の幾

何学的条件，とりわけ検出器結晶の不感層や電荷収

集領域に関する情報を，計算体系に取入れる段階で

問題となることが多く，計算結果をⅠによる方法と

直接比較すると，数十％程度値が異なってくる可能

性がある。

　ここでは，これらの問題を解決するため，モンテ

カルロ計算と標準点状線源による校正を併用した新

しい方法［6］について紹介する。この方法は，検出器

周辺の多数の点における，点状線源に対するピーク

効率曲線を，モンテカルロ計算により予め求めてお

き，別に得られた自己吸収が無い場合の体積試料の

ピーク効率曲線と形や絶対値が近いピーク効率曲線

をとるような代表点（最適校正位置）を選定し，代

表点において標準点状線源を配置してピーク効率曲

Ge検出器のピーク効率曲線評価へのモンテカルロ手法の適用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本原子力研究所保健物理部
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線を求めるものである。代表点の位置は検出器の体

系に関する情報に影響を受けにくいという特徴があ

り，ピーク効率曲線を精度良く評価することが可能

である。また，点状線源を用いるために①～③の問

題が生じないという利点がある。

2．評価方法

　図 1 に検出器の軸を含む平面をピーク効率の軸対

称性を仮定して表した。この平面上に 2cm間隔の格

子点を考え，検出器周囲の様々な格子点 P（r，Z）

における，点状線源に対するピーク効率をモンテカ

ルロ計算コード MCNP－4B により様々なエネルギ

ーに対して求め，ピーク効率曲線を得る。モンテカ

ルロ計算の入力体系として，検出器内部の特性に関

する情報（不感層厚み等）が必要となるが，メーカ

ー仕様書に記載されている程度の値を使用してよい。

検出器のピーク効率曲線は格子点の位置により形や

絶対値が異なったものが複数得られる。

　さらに 1mm 間隔の格子点におけるピーク効率曲

線を得るために，上記の手順で得られた複数のピー

ク効率曲線をスプライン補間することにより，より

多数のピーク効率曲線を得る。これをピーク効率曲

線群と呼ぶ。

　次に，ピーク効率曲線群のデータから，測定試料

の形状・位置に対応する部分（図 1 斜線部）につい

て，半径方向の重み付けをしながら体積積分するこ

とにより，自己吸収の無い空気の体積線源としての

ピーク効率曲線を求める。このピーク効率曲線と，

ピーク効率曲線群に含まれるピーク効率曲線の一つ

一つを比較し，それらの形や絶対値が最もこの曲線

と一致するものを選定する。これには（1）式で示さ

れる指標 t を用いる。指標 t は 2 つのピーク効率曲

線の一致度を示すもので，tが最小の値となるような

位置を体積試料の代表点とする。
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　ここで，nは評価する各エネルギーの点数，PEiは

ピーク効率曲線群に含まれている，ある位置におけ

るピーク効率曲線の，エネルギーEi におけるピーク

効率，Veiは体積積分して得られたピーク効率曲線の

エネルギーEiにおけるピーク効率である。

　最後に，自己吸収補正のため，検出器及び体積試

料に関する条件を MCNP－4B に与え，体積線源に

関して，媒体の有無によるピーク効率をそれぞれ計

算し，エネルギー毎にピーク効率の比（自己吸収補

正係数）を求める。マルチエネルギーの標準点状線

源を代表点に置いて測定し，得られた効率に，この

比を乗じることにより，測定試料のピーク効率曲線

が得られる。

　ここまでの手順を図 2にまとめた。図 2で，ピー



ク効率曲線群を得るまでの手順（点線内）について

は，異なるタイプの検出器毎に一度行なっておけば

よい。それ以後の手順（斜線部）は体積試料の種類

毎に行なうこととなる。

3．評価例

　種々の形状・位置，材質の標準体積線源及び検出

器について，実測値と本法で得たピーク効率曲線を

それぞれ評価した。図 3 は自己吸収の無い空気とし

ての円筒形の体積線源を相対効率 10％の同軸型検出

器の保護カバーより 4cm上に置いたときの，各位置

におけるピーク効率曲線の一致度の指標 t を示すも

のである。この場合，P（32mm，63mm）において

指標 t＝0.7％となり，最も良い一致を示した。また，

図 4 に示すように，この点における各エネルギーの

ピーク効率と，補間値から求めた体積試料のピーク

効率は非常に良く一致した。図 5 は同じ位置に円筒

形の標準セメント線源を配置したときのピーク効率

曲線であり，自己吸収補正後のピーク効率曲線と良

く一致した。

　また，近年用いられている核種分析が可能な Ge

検出器を用いたガスモニタ（図 6）［7］についても評

価した。図 7 は複数の検出器について，本方法によ

り得られたピーク効率曲線と，標準ガス線源による

校正を行なって得られたピーク効率曲線を比較して



示したものである。両者の方法によるピーク効率曲

線は極めて良く一致し，標準点状線源を用いた代表

点における一点校正により，ピーク効率曲線を精度

良く評価可能であった。

4．まとめ，考察

　本方法では体積試料のピーク効率曲線を求めるた

めに，標準点状線源による実測と MCNP－4B を用

いたモンテカルロ計算とを組合せて用いている。標

準点状線源による実測が担う役割は代表点一点にお

ける校正であり，計算では模擬しきれない部分につ

いてもこれにより補うことができる。MCNP－4Bで

は格子点 P（r，Z）における点状線源に対するピー

ク効率を求めると共に，体積試料に対する自己吸収

補正係数を決定する。尚，ピーク効率曲線群をMCNP

－4B を元にして得た場合と校正点状線源による多

点での実測を元にして得た場合について，代表点の

位置をそれぞれ求め比較すると，両者の位置はほぼ

等しく，どちらの方法でピーク効率曲線群を得ても

良いことがわかった。また，MCNP－4Bによって得

られる代表点の位置，自己吸収補正係数は共に，検

出器の構造や結晶の不感層の厚みに左右されにくい

こともわかった。

　自己吸収の効果はセメントの他に，アルミニウム，

ステンレス鋼について MCNP－4B により評価した

が，いずれも精度よく補正が可能であった。一方，

ガスモニタについては自己吸収の効果を考える必要

が無いことから，校正にあたって前述したような問

題が発生することは少ない。そのため，本方法を用

いて校正せずとも，実際に標準ガス線源を用いて校

正することにより，精度良くピーク効率曲線を得る

ことができる。ただ，現実には標準ガス線源を用い

て校正する際に，校正可能なエネルギーの点数は限

られている。それに比べ，標準点状線源はより多く

のエネルギーで値付けされている。そのため，標準

ガス線源を用いた校正と，本方法を用いた場合とを

併用することにより，より信頼性の高いピーク効率

曲線を評価することが可能となる。

　この方法は標準体積線源を用いた従来の方法に比

べて，標準体積線源の作製に伴う問題も少なく，簡

便である。今後，更に数多くの事例についてデー夕

を蓄積・検討し，汎用化していくことが期待される。
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ごあいさつ

相談役(前専務理事) 備後一義

　この度，専務理事を退任致しました。在任中，関

係機関の御支援御協力，諸先輩の御支援御鞭燵，当

協会役職員の努力により，業務を順調に推進するこ

とができましたことを深く感謝し，厚く御礼申し上

げます。

　当協会の業務は，放射線計測，放射線に関する研

修，放射線知識の普及，調査・試験研究等と多様化

し着実に増加して参りました。このような状況に対

応するため，発足 20周年でありました昨年度，積み

立て資金の一部を取り崩し，現業部門の事務所を共

有する作業建家を新築するとともに，中性子校正に

関する技術開発に着手しました。放射線知識の普及

事業の一環として，無料貸出を実施しています簡易

放射線測定器「はかるくん」の，保守点検・校正，

発送・受領等に関する一連の作業を，拡充新築され

た作業建家で行うことにより，業務の信頼性の向上

と迅速化を図りました。技術開発は，加速器を利用

した単色中性子照射室を主設備とする日本原子力研

究所の中性子標準校正施設棟が平成12年6月に新築

され，平成 15年度より単色エネルギー中性子校正の

共用化が予定されていることに対応することを主な

目的として開始しました。技術開発に際して，日本

原子力研究所から多くの技術移転を受けることによ

り，中性子を中心とした放射線測定器校正技術の一

層の向上が図れることと確信しています。

　計量法校正事業者認定制度に基づき，平成 7年 12

月認定事業者（区分：放射線）の認定を受け，以来，

技術レベルの維持・向上に努めるとともに，関連す

る機関で構成される放射線比較研究会等の活動に参

加することにより認定制度の拡充に協力して参りま

した。認定制度の一層の普及と拡充に協力すること

ば，多種多様な校正設備の利用が可能であり，広い

範囲の光子エネルギーに関して校正能力を有する当

協会に課せられた責務の一つでもあります。

　原子力，放射線に対する厳しい見方のあるなか，

放射線計測に関する技術基盤の拡充，放射線知識の

普及・研修等に微力をつくし，信頼性の向上に努め

る所存であります。今後とも一層の御指導御支援の

程よろしく御願い申し上げます。

ごあいさつ

専務理事 山本克宗

　当協会は，原子力研究開発施設の安全性の向上，

原子力の開発・利用の健全な発展に資するため，放

射線計測に係る調査・試験研究，その成果の普及及

び技術指導を行なうことを目的として，昭和 55年に

創立され，以来，その目的を達成すため，放射線測

定器の点検校正，「はかるくん」を用いた放射線知識

の普及，研修事業等に努めてまいりました。幸いこ

れらの事業は順調に発展し，昨年で協会創立 20周年

を迎えることができました。

　特に，校正事業については，日本原子力研究所の

ご指導・ご協力のもと，平成 7 年に計量法に基づく

認定事業者の認定を取得し，放射線測定器の信頼性

の向上に貢献しております。また，「はかるくん」の

貸し出し事業については，今までの関係者の努力に

より，「はかるくん」が多くの人に知られるようにな

り，貸し出し需要も着実に増え，自然放射線レベル

などに関する放射線知識の普及に大いに役立ってお

ります。

　このように当協会の各事業において，着実に成果

をあげることができたのは，偏に関係各位のご指

導・ご支援の賜物であります。

　しかしながら，一昨年の JCO臨界事故等により，

世の中の原子力を見る目は相当にきびしいものがあ

ります。また，KSD事件に加えて，現在政府による

特殊法人の見直しが行なわれており，公益法人も存

続の必要性が問われています。このような時期に当

協会の幹部として大役を担うことになり，身が引き

締まる思いですが，放射線計測・普及活動など当協

会の事業を引き続き着実に行うことを通して，原子

力の開発・利用に貢献するとともに，原子力の信頼

の回復に寄与していきたいと思いますので，今後も

一層のご支援，ご協力をお願いいたします。



　平成 12 年度の事業の概要と主な事業の内容について報告

します。

1．事業の概要

　平成 12年度は，当協会の新たな展開を図るため，社会的ニ

ーズの高い中性子用放射線測定器の校正に関する技術開発及

び軟Ⅹ線用線量計量等の機器の整備を進めるとともに，協会

の財政の基盤強化の一環として基本財産の増額を行いました。

また，各種放射線測定器の受入・発送，一時保管等の業務を

円滑に進めるため作業建家を増設しました。さらに，13年度

から実施する事業別会計等に対応するため，会計システムの

整備を行いました。

　放射線測定器の点検校正，基準照射及び特性試験，放射線

（能）測定，施設等の放射線管理並びに研究技術管理支援事

業については，原子力関連事業所等からの依頼に着実に対応

し，実施しました。

　放射線管理技術者等の養成訓練に関する研修事業において

は，定期講座を計画どおり実施したほか，原子力施設立入者

等の講習を随時実施しました。また，茨城県から受託した「消

防・警察職員防災研修事業」を実施しました。

　放射線計測技術に係る調査及び試験研究に関する事業とし

て，大阪府から受託した「放射線監視体制及び放射線監視設

備等の設備のあり方に関する調査」を実施しました。

　放射線知識の普及に関する事業においては，科学技術庁（文

部科学省）からの受託事業「簡易放射線測定器の貸出し」及

び（財）社会経済生産性本部からの受託事業「移動車両によ

る原子力発電に伴う放射線知識普及事業」を実施しました。

　このはか，当協会職員等による技術開発の成果を国内の学

会誌，研究発表会等で発表するとともに，広報誌「放計協ニ

ュース」を発行しました。

2．事業の内容

（1）放射線測定器の点検校正等

各種放射線測定器の点検校正，新型放射線測定器の開

発に伴うエネルギー特性試験等，蛍光ガラス線量計等各

種線源による基準照射を行うとともに，計量法に基づく

認定事業者としての校正証明書等の発行を行いました。

（2）公衆に対する放射線関連知識の普及

科学技術庁（文部科学省）から「簡易放射線測定器の

貸出し」業務を平成 11 年度に引き続き受託し，「はかる

くん」350台を製作しました。

個人，団体及び研修会等に延べ 15，510台の貸出しを

行うとともに，放射線知識の普及を図るため，放射線の

基礎知識と測定器の取扱いに関する説明会を，一般公衆

を対象に 20 回，原子力体験セミナー（（財）放射線利用

振興協会主催）において，中学校・高等学校の教員を対

象として 8回実施しました。また，「はかるくん」貸出し

の有効性を調査するため使用者からのアンケート及び感

想等の整理分析・集計を　行いました。

（財）社会経済生産性本部から受託した「移動車両に

よる原子力発電に伴う放射線知識普及事業」については，

青森県の大間町と東通村，福島県の浪江町と小高町，京

都府久美浜町及び石川県珠洲市の 6 地域において放射線

（能）の実演測定説明会を実施しました。

(3)放射線計測に関する調査及び試験研究

大阪府からの受託調査「放射線監視体制及び放射線監

視設備等整備のあり方に関する調査」として，大阪府内

に立地する原子力事業所の特性を踏まえ，大阪府におけ

る放射線監視体制及び監視項目（空間線量モニタリング，

陸上モニタリング）を検討するとともに，原子力事業所

周辺に設置する放射線監視　設備（モニタリングステー

ション及びポスト）により観測する項目とその効果的な

設置場所の調査・検討を行い，報告しました。

また，（財）原子力安全技術センターからの受託調査

「コンシューマグッズ等の周辺線量測定に関する調査」

として，我が国が IAEA の規制免除基準を法令等に取り

入れることになった場合に法規制対象外の放射性同位元

素を用いたコンシューマグッズ（民生品）等の製品の保

管，運搬等における被ばくの可能性等についての判断材

料に資するため，液面レベル計，水分密度計及び放射線

検出器校正用線源周辺の線量率を放射線測定器を用いて

測定し，報告しました。

（4）放射線管理技術者等の研修

定期講座として，放射線管理初級技術者のための「放

射線管理入門講座」，中級技術者のための「放射線管理・

計測講座」並びに原子力関連事業所の事務系及び初級技

術系職員のための「原子力教養講座」をそれぞれ計画ど

おり実施しました。また，原子力事業所等からの要請を

受け放射線安全講習会への講師派遣等を行うとともに，

茨城県から受託した消防・警察職員原子力防災研修事業

を実施しました。

3．平成 12年度収支決算書

　　平成 12年度収支決算書は，次のとおりです。

平成 12年度収支決算書

平成 12年 4月 1日～平成 13年 3月 31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

科　　目 決　算　額

３，７５０

７０４，５３０，０４０

１，４９５，７７１

７０６，０２９，５６１

３２５，５００，２２２

Ⅰ 収入の部

基本財産利息収益

事業収益

雑収入

当期収入合計

前期繰越収支差額

収入合計 １，０３１，５２９，７８３

５２８，７３５，７２１

１４４，０３３，１０９

９４，１３６，７６３

１４，１０８，２００

０

７８１，０１３，７９３

△７４，９８４，２３２

２５０，５１５，９９０

Ⅱ 支出の部

事業費

管理費

固定資産取得支出

法人税等支出

予備費

当期支出合計

当期支出差額

次期繰越収支差額

平成１２年度事業報告と決算報告



放射線計測協会建家に

「作 業建家」を増設

協会は，放射線に対する

理解を深める一助として，簡易放射線測定器「はか

るくん」の無料貸出し事業を実施していますが，そ

れに係る簡易放射線測定器の点検・校正を行ってい

たプレハブ建家が，狭溢・老朽化したため撤去し，

このはど「作業建家」を増設しました。新しい作業

建家の完成により，簡易放射線測定器の点検・校正

業務やその他放射線測定器の返却受取，発送作業が

効率良くできるようになりました。

　この建家は，軽量鉄骨造 2階建で，延べ面積は
262.06m2です。地上 1階には，校正室，荷受室，保
管室，作業室及びラック置き場を設置しています。

地上 2階は居室として使用しています。
第 19回放射線計測協議会開催
　6月 20日(木)，茨城県東梅村において「第 19回放
射線計測協議会」を開催しました。

　本協議会は，放射線計測分野の業務に関して，学

会，産業界等とのニーズに効果的に対応できるよう

技術的意見交換を行うため開催するもので，第 19回
目を迎えた協議会では，協会の業務概要の紹介のあ

と，本年 4月 1日の「放射性同位元素等による放射
線障害の防止に関する法律」等の法令の改正・施行

に関連して「1 センチメートル線量当量率等の実用
量の校正と測定，並びに環境モニタリング量の測定

評価について」説明がなされ，質疑がなされました。

平成13年度第1回簡易放射線測定器活用検討委員会
　6 月 26 日(火)，東京において「平成 13 年度第 1
回簡易放射線測定器活用検討委員会」を開催しまし

た。

　本委員会は，受託事業内容の充実と効率的な運用

を図るため，測定器の利用者の拡大方法及び有意義

な利用方法等の検討，学校における測定器の活用の

検討，実習・実験の内容及び方法の検討等を行うこ

とを目的として開催するもので，平成 13年度第 1回
目である活用検討委員会では，平成 13年度事業計画
の紹介のあと，「はかるくんⅡ」実験テキストの作成，

「はかるくん」活用コンテストについて提案があり，

関連質疑がなされました。

平成 13年度下期研修講座のご案内
　平成 13年度下期の研修講座日程，募集要項（抜す
い）は以下のとおりです。

（1）研修講座日程（各講座とも定員 20名）
放射線管理入門講座　（次回 14年 6月の予定）
放射線管理・計測講座　第 78回（11月 5日～9日）
　　　　　　　　　　　第 79回（2月 4日～8日）
原子力教養講座　　　　第 36回（12月 3日～7日）

（2）募集要項（抜すい）

放射線管理入門講座:56,700円
(ﾃｷｽﾄ代および消費税 5%含む)

放射線管理・計測講座:58,800円
(ﾃｷｽﾄ代および消費税 5%含む)

受講料

原子力教養講座:9,450円
(ﾃｷｽﾄ代および消費税 5%含む)

（財）放射線計測協会　研修部

(TEL 029-282-5546(代))受講申込み

及び問い合せ 午前 9時～12時，午後 1時～5時 30分
(なお、土曜日は休日です)

　なお，各講座の修了者には，修了証書の交付並び

に放射線管理手帳「教育歴」への記入（又は証明）

を行っております。

人事往来（課長以上）

役　員

13. 3.31 退任 理事（常勤） 百瀬憲三郎

13. 4. 2 就任 理事（常勤） 小牧　　暫

13. 4. 2 就任 理事（常勤） 山本　克宗

13. 9.30 退任 専務理事 備後　一義

13.10. 1 就任 専務理事 山本　克宗

13.10. 1 就任 理事（非常勤） 松鶴　秀夫

退　職

13. 3.31事業部技術開発室長（次長待遇） 池沢　芳夫
13. 3.31研修部（次長待遇） 岡本　利夫

採　用

13. 4. 1技術相談役（非常勤） 吉田　芳和

13. 4. 1技術調査役（非常勤） 池沢　芳夫

13. 4. 1技術調査役（非常勤） 岡本　利夫

13. 4. 2事業部次長兼技術開発室長 泉　　幸男

13.10. 1相談役（常勤） 備後　一義

訂正とお詫び

「放計協ニュース No27 March.2001」8頁右段の上
から 41 行目に誤りがございましたので，下記の通
り訂正し，お詫びいたします。

誤：1μR／h⇒8.86nGy／hの換算係数
↓

正：1μR／h⇒8.76nGy／hの換算係数

短短　　信信
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